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現在，人口減少に対応して施設等を集約した拠点の形成が目指されており，都市の中心的な役割を担

う中心拠点や最低限の生活を維持するための小さな拠点など様々な規模の拠点が存在する．それらの拠

点計画は地方分権により各市町村が主体となって取り組まれているが，階層性に関する統一的な基準は

ない．そこで本研究は都市部から中山間地域を含めた拠点の階層性に着目し，拠点階層について市町村

計画と実態の乖離を明らかにすることを目的とする．分析結果として，1)市町村によって拠点の階層設

定は異なること，2)拠点に関する計画と実態には一部乖離が生じていること，3)生活利便施設数や人口

密度が高いほど上位階層に位置付けられる傾向にあること，4)一部の上位拠点では下位拠点よりも生活

利便施設数が少ないこと，が明らかになった．  
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1． はじめに 

 

現在日本では人口減少社会を迎えており，それに伴い

都市機能を有する施設の撤退が進行している市町村も多

い．それに対応し，一定の都市機能を確保するために施

設を集約した拠点の形成が目指されている．拠点といっ

てもその規模や密度は様々で，都市圏の中枢的な役割を

担う「大都市拠点」や都市の核となる「中心拠点」，地

域の中心となる「地域拠点」，比較的施設集約や集住性

の高い「生活拠点」1)，最低限の生活を維持するための

「小さな拠点」2)などが存在する．このように拠点には

そのものの規模と，都市圏や都市，地域における役割に

よって，階層性が異なる．それらの拠点の計画は地方分

権により，市町村が主体となって策定しており，大都市

拠点から生活拠点までは，都市計画マスタープラン(以

下，都市マス)や立地適正化計画(以下，立適)などにお

いて設定されている．本研究では，この大都市拠点から

生活拠点までを「都市型拠点」と定義する．一方で，

「小さな拠点」の形成は取り組みが始まってから日が浅

く，内閣府や国土交通省などによって推進されているも

のの，市町村が主体となって取り組まれているケースは

多くない．  

今後，更なる人口減少や都市機能を有する施設の撤退

が進むことが予想され，特に地方都市では拠点としての

機能の確保が困難になることが懸念される．そのため，

市町村域を超えた広域で連携することで，都市機能を確

保していくことが望まれている3)．各市町村が自市町村

の基準だけで拠点階層を決定してしまえば，周辺市町村

との機能の重複問題や人口減少下においては過当競争を

引き起こす可能性がある．そのため，他市町村の拠点階

層等を踏まえた上で，拠点階層を決定していくことが考

えられる．しかし，「都市型拠点」から「小さな拠点」

までの拠点の階層性に関する統一的な基準はなく，その

検討も不十分であるのが現状である．特に「都市型拠

点」については市町村間で都市マスが整合していないこ

とが既に明らかになっている4)．そのため，整合した計

画を策定するためには広域的な拠点階層の整理が必要で

あると考える． 

そこで本研究は，各市町村の計画における拠点階層を

整理し，拠点の実態と比較することで，拠点の実態に即

した拠点階層が計画において設定されているのか把握を

行う．なお，拠点の実態を把握する際の拠点階層につい
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ては様々な考え方があるが，本研究では拠点の規模と，

都市圏や都市，地域における拠点の役割が階層性を表し

ているものと考えた．具体的には，拠点に都市機能や人

口の集約が望まれている1)ことから，施設及び人口に着

目して拠点の実態を把握する．  

 

 

2． 研究の位置付け 

 

(1) 既往研究の整理 

拠点に関する研究として，肥後ら5)は施設分布から拠

点設定が過剰であり，集約でなく拡散する政策になる可

能性を示している．また石原ら6)は都市マスにおける地

域拠点の役割と階層化の状況を明確化している．小澤ら
7)は都市機能立地と核間公共交通がどのような状況の場

所に拠点設定されているかを横断的に明らかにしている． 

また「小さな拠点」に関する研究も行われてきている．

谷口ら8)は「小さな拠点」の俯瞰的な整理を行ったこと

により，拠点間で特徴的な差異の存在と，設定の主体が

異なっても類似した傾向を示す拠点の存在を明らかにし

ている．森尾・河上9)は拠点数や分布，成立人口規模を

把握し，人口動態と維持機能について分析を行っている． 

近年では拠点の階層性に関する研究も行われてきてい

る．後藤・中村10)は目標旅行時間を用い，拠点階層ごと

の道路ネットワークの望ましい階層の検討を行っている．

尹ら11)は都市マスと立適の目標都市構造の変化において

拠点の階層数や拠点数の増加を提示している． 

しかしいずれも市町村単位であったり，広域的に拠点

計画と拠点の階層実態を比較した研究は存在しない．そ

こで本研究では「都市型拠点」から「小さな拠点」まで

の階層性に着目し，広域的に拠点の実態を把握すること

で計画との乖離を明らかにし，今後想定される広域的な

拠点計画の一助となる参考情報を得ることを目的とする． 

 

(2) 研究の特長 

本研究における特長は以下の通りである． 

1) 拠点階層を考慮した広域的な連携が求められてい

る中で，都市部から中山間地域までの拠点階層の

計画と実態の乖離を明らかにした新規性の高い研

究である． 

2) 統一的な拠点階層の設定に関する参考情報を提供

している有用性の高い研究である． 

 

 

3． 分析概要 

 

(1) 分析対象地域 

本研究では，中山間地域から都市部まで様々な特徴を

持つ地域を対象とし広域的な階層性について扱うため，

群馬県全域を分析対象地域とした．群馬県は東京都市圏

には入らないが，都内に新幹線通勤する様な比較的都市

部の関東平野に属する市町村から，標高約2,000mの山々

に囲まれた中山間地域まで存在し，多様な都市属性を対

象として分析できるという点において分析対象地域とし

て選定した． 

 

(2) 拠点の抽出方法 

本研究では，地方分権により市町村が主体となってい

る現状を踏まえ，市町村の意向から拠点を抽出する．抽

出する拠点は，図-1に示す「大都市拠点」から「小さな

拠点」までの5階層とする．しかし現状として，「大都

市拠点」から「小さな拠点」までの拠点の階層性を統一

的に設定した計画は存在しない．そこで，「都市型拠

点」は立適や都市マスにおける将来都市構造図から判断

して設定する．「小さな拠点」は“小さな拠点の形成に

関する実態調査12)”にて，各市町村が既に形成されてい

る小さな拠点及び今後形成が予定されている小さな拠点

と回答した地区名から設定する．  

また，本研究では拠点の実態を把握するため，拠点の

範囲を決める．まず拠点の中心施設を決める必要がある

ため，都市マスの将来都市構造図から拠点の中心施設を

設定した肥後ら5)の方法を用いて中心施設を設定する．

具体的には，拠点内に含まれる鉄道駅を基準とし，鉄道

駅が存在しない場合は記述から判断し，記述がない場合

は生活利便施設から中心施設を設定する．その際の生活

利便施設は，山根ら13)の定義に従い，図-2に示される宇

都宮市民を対象とした住民アンケート14)の居住区周辺に

必要な施設のうち，5%以上の回答者を得ている施設種

別かつ，施設利用の目的が移動である交通結節点(バス 

 

小さな拠点

生活拠点

地域拠点

  拠点

大都市
拠点

都市部

  部

都市型
拠点

 

図-1 拠点の階層性イメージ 
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停，鉄道駅)を除く16施設を生活利便施設とした．なお，

拠点の中心施設が他の拠点に内包されるほど近接してい

る場合は，中心施設選定の優先順位に基づき抽出を行う．

これらの「都市型拠点」と「小さな拠点」及び拠点の中

心施設の抽出フローを図-3に示す．  

また本研究では拠点範囲は，拠点内を徒歩で利用する

できる範囲，つまり徒歩圏が妥当であると考え，中心施

設から徒歩10分圏(半径800mの円)を設定した．  

 

(3) 拠点階層の定義方法 

 拠点の階層を統一的に定義付けすることにより，市町

村によって表現方法が異なる拠点計画を横断的に比較す

ることができる．そこで本節では「都市型拠点」におけ

る「大都市拠点」から「生活拠点」までの4階層を定義

する方法を提案する．1章で述べたように，各市町村は

中心拠点や生活拠点などのネーミングで拠点設定してお

り，多くの場合はこの拠点名から階層性が判断できる．

そのため，まずは将来都市構造図における拠点名から判

断し，判断が困難な場合は拠点説明から判断する．具体

的な「都市型拠点」の階層定義の方法を図-4に示す． 

 

(4) 使用データ 

拠点の中心施設から800m以内の範囲を対象に，拠点

の実態を把握を行う．その施設について，行政施設など 

 

施設種別
割合

(%)

スーパー・ドラックストア 76.2 690
銀行・信用金庫 46.7 423

診療所・医院・クリニック 46.6 422
病院 43 389
バス停 36.8 333

コンビニエンスストア 34.5 312
郵便局 27.2 246

小・中学校 23.1 209
鉄道駅 19.1 173

百貨店・ショッピングセンター 16.9 153
ガソリンスタンド 14.3 129

市役所・市民センター等 14 127
公園 12.8 116

飲食店(食事提供有) 11.7 106
警察署・交番・消防署等 10.8 98

幼稚園・保育所 7.8 71
図書館 5.5 50

鮮魚・青果店等商店 5.4 49
地域内交通 4.5 41

デイケア・デイサービス施設 3.8 34
集会所等コミュニティ施設 3.5 32

飲食店(軽食のみ) 1.5 14

文化ホール 0.7 6

体育館 0.6 5

その他 0.8 7

回答者数

(人)

注)宇都宮市アンケートより筆者作成,18歳以上市民2千人対

象,回答905人(回収率45.2％)，複数回答形式(上限5)  
図-2 居住地周辺に必要な施設 

「小さな拠点の形成に関する実態調査」
より、小さな拠点の既に形成、

予定の地区を特定

開始

分析対象地域の設定

フローチャート凡例

端子(フローの

開始・終了)
処理(任意

の操作等)

判断(条件

分岐)
データ

(入出力)

市町村の計画で
将来都市構造図を作成

No

拠点選定結果集合

「都市型拠点」
抽出

「小さな拠点」抽出

Yes

拠点の中心施設が他拠点に内包される場合は
中心施設選定の優先順で近接処理

終了

鉄道駅が存在
No

中心施設の記述が存在

Yes

No

Yes

中心施設決定

生活利便施設の採用優先順で最優先の施設を選定

生活の中心と
位置づけられる拠点が存在

拠点中心施設を決定

No

Yes

 

図-3 拠点抽出概要フローチャート 

 

 

拠点階層決定

終了

中心拠点

Yes

地域拠点

開始

大きな拠点の集合: K

計画で中心拠点以外の
最上位拠点の説明に「中心拠点を

(補完する)(支える)」や、「地域拠点や
生活拠点などと(連携する)」などの

単語を含む拠点

中心拠点以外で
3階層以上存在

フローチャート凡例

端子(フローの開始・終了)

処理(任意の操作等)

準備(定義,初期設定等)

判断(条件分岐)

データ(入出力)

階層定義済み拠点集合

No

大都市拠点

計画の拠点名と
拠点説明に「中心」「中核」

「都心」「都市(※都市機能や都市基盤などの
単語は除く)」のいずれかの

記述を含む(注1)

Yes

No

政令指定
都市である

Yes

Yes

No

No

生活拠点

注1)中心拠点の抽出対象外
市町村内で他階層の拠点が中心拠点に
抽出されている場合
または拠点説明で「拠点名」で単語が
複数抽出される場合

注2) 拠点説明のない町村の拠点は
生活拠点とする

Yes
No

「地域」から
始まる

市町村内で
拠点名が「地域」または「生活」から

始まる拠点のみ存在

Yes

拠点説明に
「都市機能」「業務機能」の集約を

目指す記述を含む(注2)

Yes

No

No

 

図-4 「都市型拠点」の階層定義フローチャート 
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の公的施設やガソリンスタンドについては国土数値情報
15)を用いた．それ以外の飲食店やコンビニエンスストア

といった施設については電子電話帳201716)を用いた． 

電子電話帳2017については住所データで整備されてい

るため，CSVアドレスマッチングサービス17)とGeocoding 

and Mappingサービス18)を用いて緯度経度情報を得た． 

現状の計画では，拠点に施設の集積を目指しており，

立適では施設の集積である拠点や都市機能誘導区域の周

りに居住誘導区域が存在する構造となっている．しかし，

現状の拠点設定として施設集積が不十分な箇所について

も人口が一定数存在するため拠点設定されることも考え

られることから，拠点の実態を把握する際には，要素の

一つとして人口を扱う．人口のデータは国勢調査により

最小単位の町丁目ごとに整備されているため，拠点内に

含まれる町丁目面積の割合により人口の按分を行う．

50%以上は全人口，25～50%はその割合により人口を按

分，25%以下でも拠点中心施設が存在する場合はその割

合で按分を行った． 

 

 

4．拠点の階層実態 

 

(1) 市町村の拠点計画の現状 

市町村計画の現状を把握するために，既存研究3)の方

法を用いて，群馬県の各市町村の将来都市構造図19)を広

域的につなげた連結図を作成した(図-5)．将来都市構造

図を収集することができたのは，県内全35市町村中23市

町村であった．収集が不可能な市町村は立適，都市マス，

総合計画のいずれかにおいても将来都市構造図を作成し

ておらず，都市マスまたは立適を策定し拠点計画を推進

しようとする市町村との間の温度差が明らかである．な

お，大都市拠点については群馬県においては抽出されな

かった．また，拠点名の観点では，高崎市は拠点階層が

読み取れる名称，吉岡町では拠点ごとに異なる名称を設

定している．中心拠点の有無では，吉岡町，伊勢崎市，

千代田町，みどり市では中心となる拠点が存在しないが，

高崎市，沼田市では中心となる拠点を示している． 

また，市町村計画の拠点階層設定数の観点でみた結果

を表-1に示す．この結果， 4階層設定する市町村から1階

層しか設定しない市町村がみられ，階層設定数に大きな

差異が生じている．階層数については，2または3を設定

する市町村が多くみられた．これらのことから将来都市

構造図を作成している市町村でも拠点の設定の階層数が

異なることが読み取れた． 

 

(2) 拠点の階層選定結果 

図-3及び図-4で設定されたの拠点の階層定義に従い，

群馬県における拠点の位置関係と階層について分析を行

った．また拠点階層ごとの拠点の実態の把握を行った．

拠点の実態として，拠点内の人口密度，生活利便施設数，

拠点内に集約が目指されない一次産業(農林水産業)を除

く全施設数5)の算出を行った．各拠点階層ごとに平均値

を算出した結果を表-2に示す． 

この表より「地域拠点」と「生活拠点」を比較すると，

すべての値で「地域拠点」の値が下回っていることが読

み取れる．このことから「地域拠点」と「生活拠点」の

名称の使い分けが市町村間で統一されていないことが示

唆された．また，「小さな拠点」の設定数をみると，

「地域拠点」や「生活拠点」の半分程度であり，図-1の

ピラミッドで考えると，現状「小さな拠点」の設定に関

する取り組みは進んでいないといえる．これらのことか

ら拠点の名称に対する，拠点の「規模」に対する統一的

な認識がないことが示唆された． 

 

 

5． 拠点階層ごとの乖離実態 

 

(1) 拠点階層の判別分析結果 

 計画から抽出できる拠点階層と，実態としての拠点の

形成状況から予想される拠点階層の乖離を数値的に明ら

かにするために，拠点階層を目的変数，拠点内の人口密

度，生活利便施設数を説明変数として判別分析を行った

(表-3)． 

この図より，生活利便施設や人口密度が多いほど，計

画では上位の拠点階層に位置付けられる場合が比較的多

いことが示唆された．特に，関数1及び関数2ともに生活

利便施設が多いほど「中心拠点」に分類される傾向にあ

ることから，生活利便施設数が中心拠点の階層決定に大

きく影響していることが推測される． 

また拠点階層ごとのその計画における拠点階層別の実

態からみた拠点階層の割合を図-6に示した．計画上で

「小さな拠点」と設定されている拠点は，実態からみて

「中心拠点」に階層付けされることは群馬県の場合なか

った．一方で，計画上「中心拠点」であっても実態から

みると「小さな拠点」に分類される場合が見られた．ま

た計画上「地域拠点」であっても実態からみると「地域

拠点」に分類されるのは約2割で，約4割の拠点が「小さ

な拠点」に分類される． 

また，実態からみると「小さな拠点」に分類された数

は58あり，計画上「小さな拠点」の26の2倍以上となっ

ている．このことから，計画上は「都市型拠点」であっ

ても，実態は伴っておらず，「小さな拠点」レベルのも

のが複数存在することが示唆された． 
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図-5 群馬県の将来都市構造図の連結図と代表的な凡例 
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表-1 市町村計画における拠点階層設定数

階層数 市町村名(n=22)

1 みどり市・千代田町

2

桐生市・伊勢崎市・沼田市・渋川市

安中市・高山村・玉村町・板倉町

明和町・大泉町・邑楽町

3
前橋市・太田市・館林市・富岡市

榛東村・吉岡町・長野原町

4 高崎市・藤岡市  

 

表-2 市町村計画における拠点階層別の実態の平均値 

全施
設数

生活利便
施設数

人口密度
(人/ha)

中心拠点　(n=19) 552 118 29

地域拠点　(n=47) 161 36 16

生活拠点　(n=46) 168 37 17

小さな拠点(n=26) 44 10 4

　　　　　指標値

拠点階層

平均値

 

 

表-3 拠点構成値に関する判別分析結果 

 

人口密度(人/ha) 0.269 -1.299

生活利便施設数 0.803 1.057

目的変数
中心拠点
地域拠点
生活拠点

小さな拠点

累積寄与率

n=138　正準相関0.42

判別的中率 42.75%

-0.064 -0.302

-0.821 0.520

82.43% 100.00%

重心の位置
1.569 0.321

-0.117 -0.122

変　数
標準化された判別係数
関数1 関数2
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図-6 計画における拠点階層別の実態からみた拠点階層の割合 

 

(2) 群馬県における乖離実態 

群馬県の拠点の乖離実態を図-7に示した．この図から，

計画における拠点階層で「地域拠点」や「生活拠点」で

あっても，実態からみた拠点階層で「中心拠点」に設定

 

図-7 群馬県における拠点の乖離実態 

 

される拠点が存在し，それらは比較的都市部に存在し

ている．同様に小さな拠点でみても，計画よりも実態か

らみたときに上位に位置付けられる拠点は，都市部に立

地する傾向にある．また，計画よりも実態からみたとき

に下位に位置付けられる拠点は，北部や西部の中山間地

域に立地する傾向にある．このことから，都市部から中

山間地域まで含めた統一的な拠点階層の必要性が示唆さ

れた． 

 

 

6． おわりに 

 

本研究における主要な成果は以下の通りである． 

1) 群馬県内の各市町村の計画をつないだ連結図より

市町村によって拠点階層の設定が異なる． 

2) 拠点の実態を生活利便施設，人口密度の観点から

把握した結果，拠点の計画と実態には一部乖離が

生じている． 

3) 「地域拠点」と「生活拠点」の実態の平均値を比

較すると，すべての値で「地域拠点」の値が下回

っていることが読み取れる．このことから「地域

拠点」と「生活拠点」の名称の使い分けが市町村

間で統一されていないことが示唆された． 

4) 計画における「小さな拠点」の設定数をみると，

計画における「地域拠点」や「生活拠点」の半分

程度である．拠点階層がピラミッド構造で下位階

層にいくほど拠点数が増えることを考えると，現

状「小さな拠点」の設定に関する取り組みは進ん

でいないといえる． 

5) 実態からみると「小さな拠点」に分類された数は

58あり，計画上「小さな拠点」の26の2倍以上とな

っている．このことから，計画上は「都市型拠
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点」であっても，実態は伴っておらず，「小さな

拠点」レベルのものが複数存在することが示唆さ

れた． 

今後は「小さな拠点」よりも下位階層に存在する「小

さな・小さな拠点」を拠点階層に加えた分析の実施が課

題である．加えて，東京などの大都市拠点との関係性に

関する分析の実施も課題として挙げられる．加えて，現

状の計画における拠点設定にとらわれない実態から拠点

設定を行うことで，計画と実態の乖離を詳細にみていく

ことが必要である．  

 

謝辞：本論文の作成にあたりJSPS科学研究費(17H03319)

の助成を得た．記して謝意を表する． 
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